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仕 様 書 

 

１ 件  名 

港区子育て支援員研修事業業務委託 

 

２ 履行期間 

令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 

３ 履行場所 

港区南青山２－２５－１ 子育てひろば「あい・ぽーと」ほか 

 

４ 目  的 

 子ども・子育て支援の仕事に熱意と関心を持ち、港区内の子ども・子育て支援分野の各事  

業等に関わる業務に従事することを希望する者に対し、必要となる知識や技能等を修得

するための研修を実施し、より多くの子育て支援員の育成と資質の向上を図る。 

 

５ 研修対象者 

 子ども・子育て支援の仕事に熱意と関心を持ち、港区内の子ども・子育て支援分野の各事

業等に関わる業務に従事することを希望するおおむね１８歳以上の者 

 

６ 業務内容 

（１）研修の実施 

・厚生労働省「子育て支援員研修実施要綱」に沿った研修科目の研修を実施すること。 

・港区の事業の特性や事業運営上の必要性を勘案した科目を加えること。 

・各研修は、以下のとおり実施することとする。 

 

ア 養成研修 

分  野 

基本研修 共通科目 
一時預かり 

事業 

専門研修 
実施 

回数 8科目・8
時間+演習 

12科目・
16時間 

6科目・6時
間＋見学実
習2日 

地
域
保
育
コ
ー
ス 

一時預かり事業 

(保育従事者) 
○ ○ ○  

2回 ファミリー・サポ

ート・ 

センター事業 

(提供会員) 

○ ○ ○ 

ファミリー・サ

ポート・センタ

ー事業研修 

4科目・6.5時

間 

別紙１-１ 
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※ 各分野の研修科目詳細については、別紙１「研修科目詳細」参照 

 

イ バックアップ研修 

・各コースの修了者に対して、実践を通じて生じた問題への解決、知識・技能の維持・ 

向上を図ること等を目的に、「バックアップ研修」を実施する。 

・「バックアップ研修」は、厚生労働省「子育て支援員研修実施要綱」のフォローアッ

プ研修及び現任研修に該当する講座とし、各コースに応じた内容で実施することと

する。 

・各コースのバックアップ研修は、原則として９０分／１回を基本単位とし、開催回数 

は以下の通りとする。 

 

対象 開催回数 

地域保育コース 一時預かり事業(保育従事者) 修了者 

１回／月 

 

左記4コース

合同で実施 

地域保育コース ファミリー・サポート・センター事業(提供会員)修了者 

地域保育コース 港区派遣型一時保育事業(保育従事者) 修了者 

地域子育て支援コース 地域子育て支援拠点事業(専任職員) 修了者 

地域子育て支援コース 利用者支援事業・基本型(専任職員) 修了者 随時 

ウ 研修実施業務詳細 

（ア）「ア 養成研修」「イ バックアップ研修」共通の業務として、以下を行うこと。 

①  研修カリキュラム及びテキストの作成をすること。 

②  研修の講師を選定すること。講師については、略歴、資格、実務経験、学

歴に照らして選定し、各科目の研修を適切に実施するために必要な体制を確

保すること。 

③ 研修会場を準備すること。 

④ 受講申込受付を行うこと。 

⑤ 受講決定者への案内を発送すること。 

⑥ 講座運営に関すること。 

（イ）「ア 養成研修」に係る業務 

① 見学実習場所の確保及び調整を行うこと。 

② 受講者確保のための広報活動を行うこと。 

③ 受講者募集チラシ、募集要項の作成及び港区内施設等への配布を行い、周知

すること。 

（２）受講者及び修了者管理 

ア 受講者管理 

（ア）研修科目の受講状況（出欠・レポート提出）の管理すること。 

港区派遣型一時保

育事業(保育従事

者) 

○ ○ ○ 

港区派遣型一時

保育事業研修 

3科目・3時間+

見学実習0.5時

間 
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（イ）研修予定及び受講者の受講状況を報告すること 

イ 修了者管理 

（ア）コース終了後「子育て支援員研修修了証書」を、履修状況を確認し発行すること。 

（イ）一部科目修了者については、発行申請があった場合に、履修状況を確認の上、「子

育て支援員研修一部科目修了証書」を発行すること。 

（ウ）いずれの場合も区長印は発注者が押印する。 

ウ バックアップ研修管理 

港区内で活動・就業等する各コースの修了者に対して、各関係機関を通して、バッ

クアップ研修の開催案内を行うこと。 

エ 受講者及び修了者名簿の管理 

（ア）受講者及び修了者名簿を作成し、発注者へ書面にて報告すること。 

（イ）当該名簿を「10 個人情報の取扱い」各項を遵守して保管すること。 

 

７ 業務報告 

受注者は業務完了の翌月５日（月初めより連休となる場合は休日明け）までに、業務報告

書を発注者に提出する。年度末については、３月末日に提出する。 

 

８ 契約代金の支払方法 

契約代金は、各月の業務の履行を確認した後、受注者からの請求に基づき各月で支払うこ 

ととする。 

 

９ 受注者の責務等 

（１）受注者の責務において、区民・業務関係者等に対する安全対策に万全を期し、事故防止

に関する必要な措置を講ずること。  

（２）受注者は、常に善良なる管理者の注意をもって業務を遂行し、業務の進捗状況ついて確

認の上適宜報告すること。  

（３）受注者は、関係法令等を遵守し、その適用及び運用は、受注者の責任において適切に行

うこと。  

（４）受注者は、業務上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。契約の解除及び期間満

了後においても同様とする。 

（５）受注者は、本契約の履行に当たり、「港区職員の障害を理由とする差別の解消の推進に

関する要綱」の趣旨を踏まえ、適切な対応を図ること。 

（６）受注者は、「港区職員のハラスメントの防止等に関する要綱」を遵守すること。また、

ハラスメントが発生した場合は、発注者と連携して適切に対応すること。 

（７）受注者は、本契約の履行に当たり、「港区環境美化の推進及び喫煙による迷惑の防止に

関する条例」（平成９年港区条例第４２号）第９条に規定するみなとタバコルールを遵守

すること。 

（８）受注者は、本契約の履行に当たり、基本的人権を尊重し、個人の尊厳を守り、あらゆる

差別をなくすために適切な対応を図ること。 

（９）受注者は、本契約の履行に当たり、地球温暖化防止のため、省エネルギー対策に努める

こと。 

 

10 個人情報の取扱い 

（１）受注者は、個人情報について別紙２「個人情報等取扱いに関する特記事項」を遵守しな
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ければならない。 

（２）受注者は、個人情報取扱責任者を置き、個人情報の保護に関する管理体制を確立しなけ

ればならない。 

（３）申請書や研修結果等、個人情報が記載されている文書については、施錠可能な場所に保

管すると共に、保管状況を記録すること。 

（４）本件受託業務で使用するパソコンには、最新のウイルス検知ソフトの導入をし、私有パ

ソコンは使用しないこと。ウィニー等のファイル交換ソフトは使用しないこと。 

（５）研修結果を紙又は電子媒体で報告させる場合、不正利用を防ぐ対策として、施錠可能な

ケース等を利用して発注者に引き渡すこと。または書留等相手先に確実に送付される手

段にて送付させた上、発注者に電話やメール等で受領の確認をすること。 

（６）業務終了後、個人情報が含まれた帳票類等は、当該事業の終了後に速やかに発注者に返

還すること。 

（７）受注者は契約期間中及び終了後において、当該業務に関して知り得た情報を、業務の目

的外利用や第三者への提供をしてはならない。 

 

11 環境により良い自動車の利用 

（１）本契約の履行に当たって自動車を使用し、又は利用する場合は、都民の健康と安 

全を確保する環境に関する条例（平成１２年東京都条例第２１５号）の規定に基づ 

き、次の事項を遵守すること。 

ア ディーゼル車規制に適合する自動車であること。 

イ 自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減

等に関する特別措置法（平成４年法律第７０号）の対策地域内で登録可能な自動車利

用に努めること。 

（２）電動車を始め、低公害・低燃費な自動車利用に努めること。電動車とは、電気自   

動車（ＥＶ）、プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）、燃料電池自動車（ＦＣＶ）、  

ハイブリッド自動車（ＨＶ）の総称を指す。 

（３）適合の確認のために、当該自動車の自動車件査証（車検証）、粒子状物質減少装置 

装着証明書等の提示又は写しの提出を求められた場合には、速やかに提示し、又は 

提出すること。 

（４）本契約の履行に当たって観光バスを使用する場合は、「観光バスの環境性能表示 

に関するガイドライン（平成２９年３月１６日付改正２８環改車第７９０号）」に 

規定する評価基準Ａランク以上の車両を供給すること。 

 

12 その他 

（１）研修の実施に係る一切の経費は、契約代金に含まれるものとする。 

（２）研修受講料を受講者から徴収してはならないものとする。ただし、テキスト・教 

材費を実費負担として受講者から徴収することは差し支えない。 

（３）仕様書に定めのない事項及び疑義が生じた場合には、その都度、発注者と受注者 

で協議し決定する。 

 

13 連絡先 

港区子ども家庭支援センター 子ども家庭サービス係 
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地域保育コース

【科目名】 【時間数】 内容 目的

【講義】
地域における子育て支援
の必要性～子育てのこれ
までとこれから～

６０分

＜子ども・子育て家庭（対人援
助を行う対象）に対する理解＞
①子どもの育つ社会・環境
②子育て家庭の変容
③子どもの貧困及び子どもの非
行についての理解

①子育て家庭と家庭生活を取り巻く社会的状況
について理解する。
②家庭の意義と多様な子育て家庭のニーズと子
育て支援等の現状と課題について理解する。
③子育て家庭への支援について理解する。
④子どもの貧困や非行などの背景の概要につい
て理解する。

【講義】
国の子育て支援施策の動
向

９０分

＜子育て支援制度の理解＞
①子ども・子育て支援新制度の
概要
②児童家庭福祉施策等の理解
③児童家庭福祉に係る資源の理
解

①児童家庭福祉施策・制度の概要（子ども・子
育て支援新制度の概要と子育て支援員が関わる
事業の枠組みと位置付け等）について理解す
る。
②児童福祉施設等と専門職の役割について理解
する。
③児童家庭福祉に関する地域資源の概要（地域
人材の確保を含む）について理解する。

【講義】
子どもの発達 ６０分

＜子ども・子育て家庭（対人援
助を行う対象）に対する理解＞
①発達への理解
②胎児期から青年期までの発達
③発達への援助
④子どもの遊び

①子どもの発達を捉える観点について理解す
る。
②子どもの発達（「発達・成長の保障」、「情
緒の安定」、「生命の保持」）の概要について
理解する。
③生涯発達の概要について理解する。
④子どもの発達に応じた援助の基礎について理
解する。
⑤「遊び」の意義と「遊び」の質について理解
する。

【講義】
教育原理・保育原理

６０分

＜子育て支援（対人援助）を行
うための援助原理の理解＞
①子どもという存在の理解
②情緒の安定・生命の保持
③健康の保持と安全管理

①発達・成長過程に応じた保育の基礎について
理解する。
②情緒の安定と生命の保持に係る保育の基礎に
ついて理解する。
③子育て支援事業における安全対策や危機管理
の必要性について発達との関連を踏まえて理解
する。

【講義】
対人援助の価値と倫理
（カウンセリングマイン
ドを養う）

９０分

＜子育て支援（対人援助）を行
うための援助原理の理解＞
①利用者の尊厳の遵守と利用者
主体
②子どもの最善の利益
③守秘義務・個人情報の保護と
苦情解決の仕組み
④保護者・職場内・関係機関・
地域の人々との連携・協力
⑤子育て支援員の役割

①対人援助の価値について理解する。
②子どもの最善の利益について理解する。
③対人援助の倫理について理解する。
④保護者・関係者・関係機関との連携・協力の
必要性について理解する。
⑤子育て支援員の役割について理解する。

子育て支援員研修《基本研修》　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８科目・８時間＋演習
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【講義】
子どもの虐待と社会的養
護

６０分

＜子育て支援（対人援助）を行
うための援助原理の理解＞
①児童虐待と影響
②虐待の発見と通告
③虐待を受けた子どもに見られ
る行動
④子どもの権利を守る関わり
⑤社会的養護の現状

①児童虐待（家庭における配偶者等からの暴力
（ＤＶ）を含む）とその影響（虐待を受けた子
どもに見られる行動など）について理解する。
②虐待を受けたと思われる子どもを発見した際
の基本的な対応の概要について理解する。
③子どもの権利擁護の基本的視点について理解
する。
④社会的養護の意義と現状の概要について理解
する。
⑤社会的養護を必要とする子どもや家庭の状況
について理解する。

【講義】
子どもの障害

６０分

＜子育て支援（対人援助）を行
うための援助原理の理解＞
①障害の特性についての理解
②障害の特性に応じた関わり
方・専門機関との連携
③障害児支援等の理解

①障害特性の概要について理解する。
②障害児支援制度の概要について理解する。
③障害特性に応じた関わり方や専門機関との連
携の概要について理解する。
④障害児支援等の現状について理解する。

【演習】
最終課題レポート

－

①子ども・子育て家庭の現状の
考察・検討
②子ども・子育て家庭への支援
と役割の考察・検討
③特別な支援を必要とする家庭
の考察・検討
④子育て支援員に求められる資
質の考察・検討
⑤今後の活動に向けての考察・
検討

①履修した内容についての振り返りを図る
②子育て支援員に求められる資質についての理
解の確認。
③履修した内容の総括と今後の課題認識の確
認。
※内容欄のテーマをもとに、研修効果の定着を
図るために、最終課題レポートにて振り返りを
行う。
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【科目名】 【時間数】 内容 目的

【講義】
乳幼児の生活と遊び

６０分

①子どもの発達と生活
②子どもの遊びと環境
③人との関係と保育のねらい・
内容
④子どもの一日の生活の流れと
役割

①発達・成長過程に応じた子どもの生活への援
助方法について理解する。
②発達にふさわしい子どもの遊びとその環境の
あり方について理解する。
③子ども同士の関わりあいが、発達を促すこと
について理解する。
④子どもの一日の生活の流れの中での保育者
（※）の役割について理解する。
※【共通科目】において、保育者とは、家庭的
保育補助者、保育従事者及び提供会員をいう。

【講義】
乳幼児の発達と心理

９０分

①発達とは
②発達時期の区分と特徴
③ことばとコミュニケーション
④自分と他者
⑤手のはたらきと探索
⑥移動する力
⑦こころと行動の発達を支える
保育者の役割

①０歳から３歳くらいまでの乳幼児期の発達の
ポイントを学び、発達に応じた遊びやその安全
性について理解する。
②子どもの発達を支える保育者の役割について
理解する。

【講義】
小児栄養

６０分

①離乳の進め方に関する最近の
動向
②栄養バランスを考えた幼児期
の食事作りのポイント
③食物アレルギー
④保育者が押さえる食育のポイ
ント

①離乳の進め方に関する最近の動向について理
解する。
②幼児期の昼食作りに役立つ栄養バランスのポ
イント、食品衛生の基礎知識について理解す
る。
③食物アレルギーについて理解する。
④保育者がおさえる食育のポイントについて理
解する。

【講義】
小児保健

６０分

①乳幼児の健康観察のポイント
②発育と発達について
③衛生管理・消毒について
④薬の預かりについて

①保育を行う上で必要となる健康管理のポイン
トや疾病の予防と感染防止への対応、保育中の
発症への対応などの基礎知識について理解す
る。
②現場に生かせる、より具体的な対応について
理解する。

【講義】
新生児期から乳児期の病
気

６０分

①子どもに多い症例とその対応
②子どもに多い病気（ＳＩＤＳ
等を含む）とその対応
※「保育所におけるアレルギー
対応ガイドライン」「保育所に
おける感染症対策ガイドライ
ン」を周知する。
③事故予防と対応

①子どもに多い症状・病気を学び、その対応に
ついて理解する。
②小児に多い事故を学び、その予防と対応につ
いて理解する。
③異物除去法、心肺蘇生法を学び、緊急時の対
応について理解する。

子育て支援員研修《専門研修》　地域保育コース〈共通科目〉　　　　　　　１２科目・１６時間



別紙１ 港区子育て支援員研修科目詳細 4/9

【実習】
普通救命講習

１８０分

①心肺蘇生法、ＡＥＤ、異物除
去法等
※見学だけの科目にならないよ
う参加人数等の配慮が必要。

①乳幼児を対象とした救急救命が行えるよう
に、その技術を身につける。

【講義】
地域保育の環境整備

６０分

①保育環境を整える前に
②保育に必要な環境とは
③環境のチェックポイント

①保育環境の整備に当たり、基本的な考え方と
配慮事項について理解する。
②保育を行うために作られた場所ではないとこ
ろを保育の場として利用する上での工夫や配慮
について理解する。
③保育に必要な設備・備品とその配置につい
て、具体的事例およびチェックポイントを示
し、自己点検を行えるようにする。

【講義】
安全の確保とリスクマネ
ジメント

６０分

①子どもの事故
②子どもの事故の予防保育上の
留意点
③緊急時の連絡・対策・対応
④リスクマネジメントと賠償責
任

①保育環境上起こりうる危険について学び、事
故を未然に防ぐための予防策や安全確保の留意
点について理解する。
②万一事故が起こった場合の対応や報告につい
て理解する。

【講義】
保育者の職業倫理

９０分

①保育者の職業倫理
②保育者の自己管理
③地域等との関係
④保育所や様々な保育関係者と
の関係
⑤行政との関係
⑥地域型保育の保育者の役割の
検討（演習）

①保育者としての職業倫理について理解する。
②保育者の自己管理について理解する。
③地域住民との関係づくりについて理解する。
（家庭的保育における家庭的保育者の家族との
関係にも留意する。）
④保育所や様々な保育関係者との関係づくり、
行政との関係などについて理解する。
⑤児童虐待が疑われた場合の保育者としての対
応について理解する。

【講義】
特別に配慮を要する子ど
もへの対応Ⅰ
（気になる子どもと
は？）

９０分

①気になる行動
②気になる行動をする子どもの
行動特徴
③気になる行動への対応の考え
方
④気になる行動の原因とその対
応
⑤保育者の役割
⑥遊びを通して、子どもの発達
を促す方法

①０～２歳の気になる行動をどのように考え、
どう関わっていけばよいかを行動特徴の把握な
どを通して理解する。
②特別に配慮を要する子どもへの対応における
保育者の役割について理解する。
※ 発達の遅れが疑われる場合、保護者の思い
を踏まえた上での対応の必要性について理解す
る。
(専門機関との連携を含む。)
③遊びを通して、子どもの発達を促す方法につ
いて理解する。

【演習】
問題解決へ向けて・討議
の効果と進め方

９０分

①討議の目的
②討議の原則
③討議の効果
④討議のすすめ方
⑤グループ討議（演習）

①研修参加者が討議のテーマにそって話し合う
ための方法やマナーについて理解する。
②テーマについて、自分の意見を述べたり、他
の参加者の意見を聞く相互作用を通して、考え
をまとめ、問題点を整理し、解決方法を検討す
る。
③今後学びたい内容あるいは助言者に質問した
いことなどを、グループ内で話し合う。
④研修で学んだこと等についてグループ討議を
行い、理解を深める。
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【講義】
港区子育て支援制度につ
いて

６０分

①関係機関
②地域資源

①実施自治体の保育関係施策や関係機関につい
て理解する。
※ 一時預かり事業を含めた地域子ども・子育
て支援事業について理解する。
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【科目名】 【時間数】 内容 目的

【講義】
一時預かり事業の概要

６０分

①一時預かり事業とは
②一時預かり事業の意義
③一時預かり事業の特徴
④一時預かり事業従事者の基本
姿勢

①一時預かり事業の子育て支援としての意義、
継続的な保育との相違について理解する。
②一時預かり事業の特徴を学び、従事者とし
て、子どもや保護者との関わり方における基本
姿勢について理解する。

【講義】
「あい・ぽーと」の一時
預かり事業の保育内容

１２０分

①初めて会う子どもとの関係づ
くり
②一人ひとりの発達に応じた生
活・遊びの援助
③子どもが安心して過ごせる環
境づくり
④個人情報について

①初めて会う子どもとの信頼関係を形成する具
体的な関わり方について理解する。
②一時預かり事業は子どもの家庭生活の延長に
あるため、一人ひとりの状態に対応し、子ども
が安心して過ごせるようにすることについて理
解する。
③子どもの不安を安心に変える具体的な関わり
方について理解する。④個人情報について正し
い考え方と保育現場での取扱いを理解する。

【講義】
港区の一時預かり事業の
運営と保育

６０分

①一時預かり事業の業務の流れ
②情報提供、受付、登録
③記録、保護者への報告
④職場倫理・チームワーク、職
員間の共通理解
⑤港区の一時預かり事業の運営
事情に合わせた保育内容

①一時預かり事業の業務の流れについて理解す
る。
②記録や保護者への報告の記載の仕方、保護者
のプライバシーの遵守、職員間の連携の必要性
について理解する。
③港区の実情に合わせた一時預かり事業の運営
形態と保育内容を理解する。

【講義・演習】
多様化する家族問題と保
護者対応Ⅰ
（「一時預かり」での事
例を踏まえて）

９０分

①保護者との関わりと対応
②保護者への対応の基本
③子育て支援における保護者へ
の相談・助言の原則
④保護者への対応～事例を通し
て考える～

①保護者と協力して子どもの発達を支えるとと
もに、保護者の子育てを支援する役割について
の意義を学び、このために必要な知識と技術に
ついて理解する。
②一時預かり事業における保護者への対応にお
いて、信頼関係づくりや保護者への支援が必要
な際の関わり方について、重要なポイントを学
び、事例検討などを通して考え、理解する。

【講義】
実習オリエンテーション
（一時預かり事業）

３０分

①見学実習の目的
②見学実習のポイントと配慮事
項

①見学実習を行うに当たって必要な配慮事項や
見学のポイントについて理解する。
②見学実習でどのようなことを学びたいか、あ
らかじめ考える機会とする。

【見学実習】
一時預かり事業（認可保
育園の場合もあり）

２日

①保育の１日の流れを見る
②保育の記録・計画、受付等の
書類や環境構成、保護者対応の
実際等について学ぶ

①一時預かり事業の現場に出向き、講義で学ん
だ環境整備や保育内容、安全確保など、実際に
見学・観察を通して理解する。
②保育に取り組むに際して、具体的に参考にな
ることについて理解する機会とする。
③子どものおむつ交換、食事の介助など、子ど
もの生活援助について実習を通して理解する。
ミルクやほ乳瓶などの実物を知る。

子育て支援員研修《専門研修》　地域保育コース〈一時預かり事業〉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６科目・６時間＋見学実習２日
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【科目名】 【時間数】 内容 目的

【講義】
アウトリーチ型保育
「育児サポート 子むす
び」の概要

６０分

①ファミリー・サポート・セン
ターとは
②ファミリー・サポート・セン
ターの意義
③ファミリー・サポート・セン
ターの特徴

①地域の相互援助活動としてのファミリー・サ
ポート・センターにおける「育児サポート 子
むすび」の活動の内容や意義について理解す
る。

【講義】
「育児サポート 子むす
び」での援助内容と活動
の実際

６０分

①ファミリー・サポート・セン
ターの援助活動における基本姿
勢
②援助活動の流れ
③活動を行う上での配慮事項
④発達に応じた保育内容・生活
援助
⑤ファミリー・サポート・セン
ターでの援助活動の実際

①保育者（提供会員）として子どもや保護者
（依頼会員）に対する心構え、配慮しなければ
ならない点について理解する。
②援助活動の流れについて理解する。
③年齢や発達に応じた保育内容・生活援助をす
る際の方法や工夫、留意事項などについて理解
する。
④ファミリー・サポート・センターにおける
「育児サポート 子むすび」の具体的な援助に
ついて理解する。

【講義・演習】
多様化する家族問題と保
護者対応Ⅱ
（あいぽーと「派遣型保
育」での事例を踏まえ
て）

９０分

①保護者（依頼会員）との関わ
りと対応
②保護者（依頼会員）への対応
の基本
③保護者（依頼会員）への対応
～事例を通して考える～

①アウトリーチ型の保育において保護者と保育
者が協力して子どもの発達を支えるとともに、
保護者の子育てを支援する役割の意義について
理解する。また、このために必要な知識と技術
について理解する。
②保護者との対応において、保護者との信頼関
係づくりや保護者への支援が必要な際の関わり
方について、重要なポイントを学び、アウト
リーチ型の保育での事例検討などを通して考
え、理解する。

【講義・演習】
あいぽーと「派遣型保
育」での援助内容と活動
の実際

１８０分

① アウトリーチ型保育の実際
の活動について学ぶ
・活動経験者に援助
・活動の実際を聞く
・活動に関する疑問・不安等に
ついての質疑応答

①アウトリーチ型保育の先輩保育者から直接話
を聞き、講義で学んだ環境整備、援助内容、安
全確保などについて理解する。
②援助活動に取り組むに際して、具体的に参考
になることについて理解する機会とする。

子育て支援員研修《専門研修》　地域保育コース〈ファミリー・サポート・センター事業〉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４科目・６．５時間
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【科目名】 【時間数】 内容 目的

【講義】
特別に配慮を要する子ど
もへの対応Ⅱ
（親支援を含めて）

６０分

①「特別に配慮を要する子ども
への対応Ⅰ」の内容の振り返り
②特別に配慮を要する子どもの
保護者への対応

①特別に配慮を要する子どもの家族への支援に
ついて学び、信頼関係づくりや保護者への支援
が必要な際の関わり方について、重要なポイン
トを事例検討などを通して考え、理解する。

【講義】
児童期から青年期の発達
と心理

６０分

①「子どもの発達」の内容の振
り返り
②児童期から青年期の発達の特
徴

①児童期から青年期までの発達のポイントを学
び、発達に応じた支援やその安全性について理
解する。
②子どもの発達を支える保育者の役割について
理解する。

【講義】
児童期の発達と心理
～学童期の子どもを巡る
問題の整理～

６０分

①学童期の子どもを巡る問題へ
の対応

①学童期の子どもを巡る問題についての最新情
報を学び、支援現場での対応について、事例検
討などを通して理解する。

【見学】（状況により）
子ども家庭支援センター
港区子ども家庭総合支援
センター

３０分

①港区子ども家庭支援センター
（港区子ども家庭総合支援セン
ター）の役割

①港区子ども家庭支援センター（港区子ども家
庭総合支援センター）の事業と役割について理
解する。

港区派遣型一時保育事業研修　　　　　　　３科目・３時間（状況により＋見学実習０．５時間）
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【講義】
単元ごとのまとめ

２４０分

①各教科の感想と質問に応える ①受講者個人の感想と質問を全員と共有するこ
とで、学習を深める。

子育て支援員研修《科目ごとの質疑応答》　                               １科目・４時間



 

1 
 

 

個人情報等取扱いに関する特記事項 

                         令和５年４月１日改正 

 

（基本的事項） 

第１条 受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務

を処理するための個人情報の取扱いに当たっては､個人情報の保護に関す

る法律(平成１５年法律第５７号)、行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律(平成２５年法律第２７号)、港区個人

情報の保護に関する法律施行条例（令和４年港区条例第５３号）及び港区

議会の個人情報の保護に関する条例（令和４年港区条例第６７号）を遵守

し、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

（秘密保持等の義務） 

第２条 受注者は、この契約により受託した事務に関して知り得た個人情報

をみだりに他人に知らせてはならない。契約期間満了後又は契約解除後も

同様とする。 

２ 受注者は、この契約により受託した事務に従事する者及び従事した者に

も、前項の義務を遵守させなければならない。 

（目的外利用等の禁止） 

第３条 受注者は、この契約により受託した事務に係る個人情報を委託され

た事務以外の用途に利用してはならない。 

２ 受注者は、この契約により受託した事務に係る個人情報を第三者に提供

し、又は譲渡してはならない。 

（再委託） 

第４条 受注者は、この契約により受託した事務の一部を第三者に再委託す

る必要がある場合は、あらかじめ発注者に通知し、承諾を得なければなら

ない。 

２ 受注者は、この契約により受託した事務について前項の規定により第三

者に再委託する場合は、この契約により求められる安全管理措置と同等の

措置を講ずることができる事業者を再委託先とし、この契約と同等の安全

管理措置を義務付ける再委託契約を結ばなければならない。また、受注者

は再委託先に対して適切な監督を行い、発注者の求めに応じて、その状況

を報告しなければならない。 

３ 前２項の規定は、再委託先が受注者の子会社（会社法（平成１７ 年法

律第８６ 号）第２条第１項第３号に規定する子会社をいう。）である場

合も同様とする。 

（複写、複製等の禁止） 

第５条 受注者は、この契約により受託した事務に係る個人情報を発注者の

許可なく複写し、又は複製してはならない。 

別紙２ 
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２ 受注者は、この契約により受託した事務の範囲を越えて、個人情報の加

工、再生等をしてはならない。 

（個人情報の安全管理措置） 

第６条 受注者は、個人情報の漏えい、滅失及び毀損の防止その他の個人情

報の安全な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（事故発生時等における報告及び対応の義務） 

第７条 受注者は、個人情報の漏えいその他の個人情報の保護に関する事故

が生じたとき、又は生ずるおそれがあることを知ったときは、直ちに発注

者に通知し、当該事故の解決に努めるとともに、遅滞なくその状況を書面

をもって発注者に報告しなければならない。また、受注者は、情報セキュ

リティにおいて問題が発生した場合は、検査、セキュリティ監査等の実地

調査に対応しなければならない。 

（返還及び廃棄の義務） 

第８条 受注者は、この契約により受託した事務が完了したとき又はこの契

約が解除されたときは、受託した事務に係る個人情報を速やかに発注者に

返還しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、受注者は、当該個人情報を発注者の指示に基

づき廃棄するときは、第三者の利用に供されることのないよう、電磁的記

録媒体の物理的な破壊、消去、溶解、裁断その他当該個人情報を判読不可

能とするために必要な措置を講じなければならない。 

（契約の解除、公表措置及び損害賠償義務） 

第９条 発注者は、受注者が個人情報等取扱いに関する特記事項に掲げる義

務に違反し、又は義務を怠った場合は、この契約を解除することができる。 

２ 前項の場合において、発注者は、その事実を公表することができる。 

３ 第一項の場合において、発注者が損害を受けたときは、受注者はその損

害を賠償しなければならない。契約期間満了後も同様とする。 

（監査・検査への協力等） 

第１０条 発注者は、受注者がこの契約により受託した事務の処理に伴う個

人情報の取扱いについて、個人情報等取扱いに関する特記事項に基づき、

必要な措置を講じていることを確認するため、受注者に報告を求めること

ができる。 

２ 発注者は、受注者に通知し、個人情報の管理状況について監査・検査を

実施することができる。再委託先についても同様とする。  

 

（第１１条から第１６条までの条文は、「特定個人情報（※）」の取扱業務を

委託する契約のみ） 

（特定個人情報管理体制の整備）  

第１１条 受注者は、委託業務を統括管理する部署に特定個人情報保護管理

責任者を置き、委託業務を実行する部署に特定個人情報保護責任者を置か
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なければならない。 

（特定個人情報を取り扱う従業者の明確化） 

第１２条 受注者は、特定個人情報を取り扱う従業者及びその役割を指定し、

事前に従業者名簿を発注者へ提出しなければならない。 

（従業者への教育訓練及び監督）  

第１３条 受注者は従業者に対して、委託業務を行うために必要な教育及び

訓練を実施し、継続的に監督するとともに、秘密保持契約を締結する等の

人的安全管理措置を講じなければならない。 

（持出しの禁止） 

第１４条 受注者は、この契約により受託した事務に係る特定個人情報を指

定された区域から持出ししてはならない。 

（契約内容の遵守状況についての報告） 

第１５条 受注者は、契約内容の遵守状況、特定個人情報の安全管理体制等

を書面で報告しなければならない。 

（安全管理措置の改善） 

第１６条 受注者及び発注者は、第９条に基づく監査・検査の結果及び前条

に基づく委託業務の遵守状況等についての報告を踏まえ、委託業務におけ

る特定個人情報の安全管理措置の改善要否を協議し、改善が必要と判断し

た場合は双方協力のうえ対応しなければならない。 

※「特定個人情報」とは、「行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）」第２条第８項に規

定する特定個人情報をいう。 

 

（以下の条文は、該当する契約のみ） 

（電磁的記録媒体の保管） 

第１７条 受注者は、この契約により受託した事務に係る個人情報を記録し

た電磁的記録媒体を施錠して保管しなければならない。 

（電磁的記録媒体の搬送） 

第１８条 受注者は、この契約により受託した事務に係る個人情報を記録し

た電磁的記録媒体を持ち出す場合は、電磁的記録の暗号化処理又はこれと

同等以上の保護措置を施し、専用ケース等に入れて施錠した上で、安全対

策を施して搬送しなければならない。 


